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調査・報告

１．さとうきびの位置付け
さとうきびは、重要な食料の一つである砂糖を調

達するための作物である。主要な産地である本県に

おいては、県全体の農家数の約７割が栽培し、耕地

面積の約４割を占める基幹作物であり、その産出額

は県全体の農業産出額の約２割に達する。特に多く

の離島を抱える本県において、製糖業と大きな経済

波及効果を通じて、地域の経済と社会を支える重要

な役割を担っている。また、台風の常襲や干ばつの

頻発など、本県の厳しい自然条件下でも栽培可能で

あり、代替の利かない作物である。

沖縄県では、国の「さとうきび増産プロジェクト

基本方針」に基づき、平成27年を目標年とし、島

別および県段階における生産目標や取り組み方向を

示した「さとうきび増産プロジェクト計画」を18

年に策定した。その後、27年に37年を目標年とし

「さとうきび増産計画」として改定した。

さらに、24年度から新たにスタートした「沖縄

沖縄県における平成30年産さとうきびの
生産状況について

沖縄県農林水産部糖業農産課

【要約】
　沖縄県の平成30年産さとうきびは、台風や少雨などの影響により生産量は74万2584トン（前年比
96.6％）、収穫面積は1万3145ヘクタール（同95.2％）と、前年産を下回った。一方、10アール当たり
の収量は5649トン（同101.5％）と前年を上回る結果となった。また、平均甘しゃ糖度は、収穫開始初
期に低く推移したものの、前年並みの14.0度（前年13.9度）となった。
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図１　さとうきびの生産量と10アール当たりの収量の推移

資料：沖縄県調べ
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振興特別措置法」に基づき、「沖縄21世紀ビジョン

基本計画」を24年５月に策定し、この二つの計画

によって生産基盤の整備、安定生産技術の開発およ

び普及、機械化や地力増強、病害虫防除対策の推進、

生産法人など担い手の育成、優良品種の開発・普及

など総合的な施策展開による生産振興を推進してい

る。

２．平成30年産さとうきびの 
生育概況

（１）沖縄地域（沖縄本島、伊平屋島、伊
是名島、伊江島、粟国島、久米島、
南大東島、北大東島）

春植えや株出しの開始時期から梅雨入り前までは

降雨が少なく、一方、日照時間は長いことが多く、

気温も高めに推移した。これら気象の影響により、

生育初期から干ばつの状況となり、生育が緩慢で

あった。梅雨に入ってからは降雨があり、その後、

台風や低気圧の影響による降雨もあって状況は改善

したが、９月末から10月にかけ相次いで発生した

台風24号、25号の影響を受け、葉の裂傷、 梢
しょう

頭
とう

部
ぶ

や茎の折損、吹き返し風による株の揺さぶりと乱

倒伏、台風通過後の潮風害の発生など、各地によっ

て状況は異なるが、生育に影響する被害をもたらし

た。本島地域および本島北部周辺の離島では同台風

による影響が大きく、単収が低かったが、それ以外

の地域において単収向上が見られたため、全体とし

ては生産量が増加した。

（２）宮古地域（宮古島、伊良部島、多良間島）
初期生育の時期となる３月から５月にかけての降

水量が極端に少なく、梅雨時期の降水量も平年より

少なかった。緩慢な生育が続く中、７月に台風８号

が襲来し、梢頭部や茎の折損、潮風害に起因する生

育の停滞などの被害が生じた。その後、生育状況が

改善しつつあるところで、９月末から10月にかけ

相次いで発生した台風24号、25号の影響を受け、

葉の裂傷、梢頭部や茎の折損、吹き返し風による株

の揺さぶりと乱倒伏、台風通過後の潮風害の発生な

どの被害が生じた。これらの影響から、単収は、宮

古島においては同様に台風の影響があった前年産を

若干上回る水準にとどまり、伊良部島と多良間島で

は前年を下回った。

（３）八重山地域（石垣島、小浜島、西表島、
波照間島、与那国島）

初期生育の時期となる３月から５月にかけての降

水量が少なく、梅雨時期の降水量も平年より少な

かった。緩慢な生育が続く中、７月に台風８号が襲

来し、春植えと株出しを中心に梢頭部や茎の折損被

害が生じた。台風８号の襲来以降は、適度な降雨に

恵まれ、９月末から10月にかけ相次いで発生した

台風24号、25号による影響も少なく、順調な生育

で収穫期を迎えた。これらの影響により、豊作と 

なった平成28年産には及ばないものの、他の地域

に比べると比較的高い単収となった。

３．平成30年産さとうきびの
生産状況

平成30年産さとうきびの収穫面積は１万3145ヘ

クタール（前年比95.2％）となり、29年産に対し

て664ヘクタール縮小した。生産量は74万2584ト

ン（同96.6％）と同２万6092トン減少し、10アー

ル当たり収量は5649キログラム（同101.5％）と

同83キログラム増産した（表１、２、３）。
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資料：沖縄県調べ
　注：平年は、H23～ H29の過去７年中庸５年平均。

資料：沖縄県調べ

資料：沖縄県調べ

資料：沖縄県調べ
　注：農家戸数は農林水産省「農林業センサス」での総農家数。

表１　地域別生産実績

地域 収穫面積 生産量 10a当り
収量 平年比

ha ｔ kg/10a ％
沖　縄 5,882 325,329 5,531 120 
宮　古 5,335 293,249 5,497 85
八重山 1,928 124,006 6,433 113
県　計 13,145 742,584 5,649 103

表２　生産量の比較

地域
H30年産 H29年産 増減 前年比 復帰時（S47）

生産量① ② ①－② ①/②
ｔ ｔ ｔ ％ ｔ

沖　縄 325,329 312,107 13,222 104.2 1,057,077 
宮　古 293,249 321,893 △ 28,644 91.1 283,632 
八重山 124,006 134,675 △ 10,669 92.1 72,876 
県　計 742,584 768,675 △ 26,092 96.6 1,413,585 

表３　10アール当たりの収量の比較

地域
H30年産 H29年産

①－②
7中5平均

（H23－H29） 前年比
①/②

① ② ③ ①/③
kg/10a kg/10a kg/10a kg/10a ％ ％

沖　縄 5,531 5,242 289 4,602 120 105.5
宮　古 5,497 5,486 11 6,493 85 100.2
八重山 6,433 6,775 △ 342 5,672 113 95.0
県　計 5,649 5,567 83 5,466 103 101.5

（参考）　さとうきび生産農家数など（Ｈ30年産）

地域 農家戸数 さとうきび
生産農家戸数

さとうきび
生産農家割合

１戸当たり
収穫面積

（戸） （戸） （％） （a/戸）
沖　縄 13,462 7,134 53.0 82 
宮　古 5,345 5,231 97.9 102 
八重山 1,249 1,415 113.3 136 
県　計 20,056 13,780 68.7 95 
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図２　さとうきび生産の推移（作型別）

図３　主なさとうきび品種の推移（収穫面積構成比）

資料：沖縄県調べ

資料：沖縄県調べ

（参考）　さとうきびの主要な品種（沖縄県）
品種名 採用年度 特徴

農林８号 H6 早熟、高糖、多収で、脱葉しやすく、収穫作業の効率化が図られる。
農林15号 H14 早期高糖性で高品質。黒穂病に強く、風折抵抗性が強い。
農林21号 H18 風折抵抗性に優れ、潮風害後の糖度上昇阻害が軽微、収穫期の糖度が高い。
農林25号 H20 初期伸長性に優れ、茎重型で干ばつに強い。さび病・葉焼病に強い。
農林27号 H22 中太茎で茎の揃いが良く多収。脱葉性が良好。葉焼病などの葉の病害に強い。
農林28号 H22 早期高糖性。黒穂病に強く、風折抵抗性が強い。

なお、各地域別生産量では、沖縄地域（周辺離島

を含む）が全体の43.8％、宮古地域が39.5％、八

重山地域が16.7％となっている。

30年産の作型別収穫面積は、夏植え栽培が3123

ヘクタール（29年産から899ヘクタール減）、春植

え栽培が1527ヘクタール（同309ヘクタール増）、

株出し栽培が8495ヘクタール（同75ヘクタール

減）となった（図２）。全収穫面積に占める割合は、

それぞれ23.8％、11.6％、64.6％となった。

品種構成は、農林27号が全収穫面積の36.8％を

占め、次いで農林25号が9.0％、農林21号が7.9％、

農林８号が5.2％、農林28号が5.0％となった（図３）。



55砂糖類・でん粉情報2019.9

（１）沖縄地域
収穫面積は5882ヘクタールで平成29年産に対

して71ヘクタール減少し、10アール当たり収量は

5531キログラム（前年比105.5％）と前年に対し

て増加し、生産量は32万5329トン（同104.2％）

と１万3222トン増加した。

作型別では、夏植え栽培が607ヘクタール（同

135ヘクタール減少）、春植え栽培が878ヘクター

ル（同91ヘクタール増加）、株出し栽培は4398ヘ

クタール（同28ヘクタール減少）となった。沖縄

本島地域の収穫面積が大幅に減少したものの、周辺

離島地域の生産量が増加したことにより、前年に比

べ増産となった。

品種構成は、農林27号が16.8％、農林28号が

10.1％、農林21号が10.0％を占めており、次いで

農林８号、RK97-14も普及している。

（２）宮古地域
収穫面積は5335ヘクタールで29年産に対して

532ヘクタール減少し、10アール当たり収量は

5497キログラム（前年比100.2％）、生産量は29万

3249トン（同91.1％）と２万8644トン減少した。

作型別では、近年、株出し栽培が増加傾向にあ

り、30年産は3138ヘクタールで、全作型のうち

58.8％となった。

品種構成は、農林27号が61.0％と最も多く、次

いで農林21号7.7％、農林25号6.5％となっている。

（３）八重山地域
収穫面積は1928ヘクタールで29年産に対し

て60ヘクタール減少し、10アール当たり収量は

6433キログラム（前年比95.0％）、生産量は12万

4006トン（同92.1％）と１万670トン減少した。

作型別では、春植え栽培で27ヘクタール、株出

し栽培で192ヘクタール増加したものの、夏植え栽

培で279ヘクタール減少したことにより、全体で

60ヘクタールの減少となった。10アール当たり収

量は夏植え栽培のみ前年を上回った。生産量は夏植

え栽培で１万9448トン減少の６万2507トン、春

植え栽培で454トン増加の１万429トン、株出し

栽培で8324トン増加の５万1070トンであった。

品種構成は、農林25号が31.2％と最も多く、次

いで農林27号30.6％、農林22号15.2％、農林15

号6.2％となっている。

４．ハーベスタによる収穫状況
さとうきびの労働時間の大半を占める収穫作業の

省力化を図るため、これまで国庫補助事業などを活

用したハーベスタの導入を推進してきた。さらに、

県では既存のハーベスタの導入に加え、株出し管理

機や脱葉施設などの導入を進め、地域に応じた収穫体

系を含む機械化一貫作業体系の確立を推進している。

平成30年産では、県内全域において大型、中型、

小型の各機種合計455台のハーベスタが稼働し、機

械収穫率は収穫面積の78.8％と増加傾向にある。

５．製糖工場の操業状況
沖縄県の製糖工場は、分みつ糖工場が８社９工場（８

島）、含みつ糖工場が４社８工場（８島）が操業している。

分みつ糖工場の平成30年産原料処理量は、29年

産より２万7519トン減少し67万1016トン（前年

比96.1％）となり、買入糖度（以下「糖度」という）

は、前年と並び14.0度となった。

含みつ糖工場の30年産原料処理量は、29年産

より621トン増加し、７万762トン（同100.9％）

となり、糖度は前年より0.6度高い14.6度となった。
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資料：沖縄県調べ

表４　製糖工場ごとの操業実績

島名 会社／工場名

操業期間 原料処理実績
H30年産 H30年産 増減（H30-H29、H30/H29）

操業開始
操業終了

原料
処理量
（ｔ）

歩留
（％）

産糖量
（ｔ）

買入糖度
（度）

原料処理量
上段：ｔ
下段：％

歩留
（ポイント）

産糖量
上段：ｔ
下段：％

買入糖度
（度）

分
み
つ
糖

沖縄本島 ゆがふ製糖（株） うるま 1月7日 126,352 10.91 13,784 13.40 △ 23,398 △ 0.85 △ 3,823 △ 0.73 4月16日 84 78 

伊是名島 ＪＡおきなわ 伊是名 12月18日 21,942 10.61 2,327 13.84 1,870 △ 0.62 74 0.11 4月5日 109 103 

久米島 久米島製糖（株） 久米島 1月11日 54,818 10.43 5,715 13.28 4,253 △ 0.63 127 △ 0.51 4月12日 108 102 

南大東島 大東糖業（株） 南大東 12月21日 87,181 11.34 9,885 13.94 28,135 0.91 3,725 0.68 4月8日 148 160 

北大東島 北大東製糖（株） 北大東 1月19日 22,329 11.84 2,644 15.42 1,751 0.56 323 0.57 4月13日 109 114 

宮古島
沖縄製糖（株） 下地 1月17日 122,025 11.36 13,863 14.02 △ 4,046 0.09 △ 344 △ 0.01 4月17日 97 98 

宮古製糖（株） 城辺 1月11日 96,408 11.79 11,365 14.07 △ 15,749 0.40 △ 1,412 0.42 4月18日 86 89 

伊良部島 宮古製糖（株） 伊良部 12月19日 49,859 10.54 5,257 13.94 △ 8,395 0.01 △ 880 △ 0.35 5月17日 86 86 

石垣島 石垣島製糖（株） 石垣 12月6日 90,100 11.13 10,027 14.25 △ 11,940 0.32 △ 1,001 0.37 5月27日 88 91 

分みつ糖合計 12月6日 671,016 11.16 74,868 14.02 △ 27,519 △ 0.02 △ 3,212 0.06 5月27日 96 96 

含
み
つ
糖

伊平屋島 JAおきなわ 伊平屋 12月12日 6,136 11.77 722 － 769 △ 0.13 84 －4月26日 114 113 

伊江島 JAおきなわ 伊江 1月18日 4,617 11.82 546 － △ 189 △ 0.70 △ 56 －3月23日 96 91 

粟国島 JAおきなわ 粟国 1月12日 1,952 11.99 234 － 30 △ 0.75 △ 11 －3月30日 102 96 

多良間島 宮古製糖（株） 多良間 12月17日 24,956 12.63 3,151 － △ 454 0.10 △ 32 －5月1日 98 99 

小浜島 JAおきなわ 小浜 1月11日 3,319 11.13 369 － △ 692 △ 0.17 △ 84 －4月22日 83 81 

西表島 西表糖業
株式会社 西表 12月5日 11,898 13.93 1,658 － 125 0.01 18 －4月22日 101 101 

波照間島 波照間製糖株
式会社 波照間 12月7日 12,243 14.92 1,827 － 97 0.38 60 －4月18日 101 103 

与那国島 JAおきなわ 与那国 12月7日 5,639 11.06 624 － 935 △ 0.46 82 －5月30日 120 115 

含みつ糖合計 12月5日 70,762 12.90 9,131 14.6 621 △ 0.03 61 0.65月30日 101 101 

おわりに
沖縄県では、平成37年産を目標とする「さとう

きび増産計画」および33年を目標とする「沖縄21

世紀ビジョン基本計画」に基づき、関係する団体や

機関が一丸となって、収穫面積の確保、適期の肥培

管理や土づくりなどによる単収向上対策などを推進

しており、収穫機をはじめとした農業機械導入の支

援も強く推し進めているところである。

30年産のさとうきび生産量は、沖縄県全体とし

てはおおむね平年並みとなっており、今後も安定し

たさとうきび生産を実現し、上記の計画目標を達成

していくためにも、引き続き、各島々の状況に合わ

せた増産への取り組みを進めていく。また、各種施

策に併せ、気象災害と病害虫被害などに対応した

セーフティネット基金も活用しながら、栽培におけ

る機械化一貫体系の推進、農業用水源確保などの生

産基盤整備、優良な品種の育成や普及、堆肥や緑肥

による地力増進などに取り組むこととしている。一

方、各島々の製糖工場については、操業の安定化を

図るため、経営安定対策とともに、働き方改革へ対

応していけるよう、新たな政策として、人材の確保

や省力化設備の整備などに取り組むこととしてい

る。


